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■引き続き感染状況が景気を左右 

インドネシアの2021年4～6月期実質GDP成長率

は、前年同期比＋7.1％と前期の同▲0.7％から 5

四半期振りのプラス成長に転じ（右上図）、季節調

整値（日本総研推計）でも前期比＋1.7％と増加し

た。景気刺激策等を背景に個人消費が好調であった

ことが寄与した。しかしながら、感染の急拡大を受

けて 7月に活動規制が強化されたことにより、7～9

月期は再び景気回復ペースが鈍化しつつある。8月

の製造業 PMIは 43.7と、7月の 40.1に続き景況感

の分岐点となる 50 を大きく下回った。8 月の消費

者信頼感指数も 77.3と、コロナ禍での最低値を更

新し、2 ヵ月連続で分岐点となる 100 を大きく下

回った。 

足元では、感染者数の減少により活動規制が段階

的に緩和されており、10～12月期以降の景気の持ち

直しが予想される一方、ワクチン接種完了率は 15％

と低く（9月 13日）、今後の感染状況次第では再び

活動規制が強化される可能性もある。 

■2022年のインフラ整備予算案は前年から減額 

8月に国会に提出された 2022年の予算案は、新型

コロナ対策で医療・保険や社会保障等に重点が置か

れた。2022年の歳出は 2,708.7兆ルピアと、前年の

予算案から▲1.4％減少した。財政赤字は GDP 比

4.9％と 2021年の 5.8％（見通し）から低下する見

込みであるが、2023年に再適用される財政赤字上限

の規定（同 3％以内）を依然として大きく上回る。

なお、インフラ整備予算は 2021年予算対比▲7.8％減の 384.8兆ルピアと、2017年並みの水準へと減少

した（右下図）。コロナ対策を優先し短期的な景気対策に傾斜するなか、ジョコ政権が掲げる「国家中

期開発計画」の主要課題であるインフラ開発は停滞しており、中長期の経済成長への懸念が高まってい

る。 

一方、2021年 2 月にはインドネシア初のソブリンウェルスファンド（インドネシア・インベストメン

ト・オーソリティー：INA）が設立され、5 月には有料道路事業の投資に向けて複数の海外機関投資家と

覚書を締結する等、本格的に活動を開始した。ジョコ政権は、国内のインフラ開発や産業育成の促進を

目的に、INAを通じた海外からの資金調達にも力を入れており、今後 2～3年間で 2,000億米ドルを集め

る目標を掲げている。政府予算が財政制約に直面するなか、INAにかかる期待は大きいといえよう。 
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